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にした上で、行政に母国で出産した外国人の実態を訴え、アドボカシー活動を行うことを目的とす















































































































































開発面積 112 ha 181 ha
開発主体 大和ハウス工業 大和ハウス工業






































男性 910 81.25％ 59 7.29％ 969 50.23％
女性 208 18.57％ 748 92.46％ 956 49.56％
その他 0 0.00％ 1 0.12％ 1 0.05％
No Data 2 0.18％ 1 0.12％ 3 0.16％







Under 10 0 0.00％ 0 0.00％ 0 0.00％
10 0 0.00％ 3 0.37％ 3 0.16％
20 6 0.54％ 15 1.85％ 21 1.09％
30 42 3.75％ 46 5.69％ 88 4.56％
40 77 6.88％ 90 11.12％ 167 8.66％
50 85 7.59％ 74 9.15％ 159 8.24％
60 220 19.64％ 222 27.44％ 442 22.91％
70 506 45.18％ 302 37.33％ 808 41.89％
80 172 15.36％ 50 6.18％ 222 11.51％
90 7 0.63％ 1 0.12％ 8 0.41％
Over 100 0 0.00％ 0 0.00％ 0 0.00％
N 5 0.45％ 6 0.74％ 11 0.57％






単身世帯 128 11.43％ 0 0.00％ 128 6.64％
夫婦のみ 563 50.27％ 458 56.61％ 1021 52.93％
2世代家族 365 32.59％ 295 36.46％ 660 34.21％
3世代家族 49 4.38％ 42 5.19％ 91 4.72％
その他 15 1.34％ 14 1.73％ 29 1.50％
No Data 0 0.00％ 0 0.00％ 0 0.00％






1年未満 14 1.25％ 12 1.48％ 26 1.35％
5年未満 56 5.00％ 43 5.32％ 99 5.13％
10年未満 45 4.02％ 35 4.33％ 80 4.15％
15年未満 46 4.11％ 33 4.08％ 79 4.10％
20年未満 47 4.20％ 35 4.33％ 82 4.25％
25年未満 73 6.52％ 60 7.42％ 133 6.89％
30年未満 72 6.43％ 50 6.18％ 122 6.32％
35年未満 80 7.14％ 69 8.53％ 149 7.72％
40年未満 160 14.29％ 116 14.34％ 276 14.31％
45年未満 322 28.75％ 224 27.69％ 546 28.30％
50年未満 136 12.14％ 88 10.88％ 224 11.61％
55年未満 17 1.52％ 12 1.48％ 29 1.50％
60年未満 6 0.54％ 3 0.37％ 9 0.47％
それ以上 5 0.45％ 1 0.12％ 6 0.31％
N 41 3.66％ 28 3.46％ 69 3.58％






会社員、公務員 210 18.75％ 84 10.38％ 294 15.24％
経営者、役員 32 2.86％ 10 1.24％ 42 2.18％
自営業 73 6.52％ 24 2.97％ 97 5.03％
専門職 19 1.70％ 14 1.73％ 33 1.71％
アルバイト、
パート、派遣社員 70 6.25％ 133 16.44％ 203 10.52％
学生 2 0.18％ 3 0.37％ 5 0.26％
家事専業 75 6.70％ 359 44.38％ 434 22.50％
無職 626 55.89％ 175 21.63％ 801 41.52％
その他 13 1.16％ 7 0.87％ 20 1.04％
No Data 0 0.00％ 0 0.00％ 0 0.00％
1120 100.00％ 809 100.00％ 1929 100.00％
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学）での Postgraduate Conference in Japanese Studies 2017にて、“Dealing with the Dead’s Posses-
sions : A Case Study of“Memento Disposition”Business in Japan”と題し発表を行った。また、死と
ともに起こる贈与という視点については、11月に第 90回日本社会学会大会（東京大学）にて、





Mauss, Marcel, 1923-24,“Essai sur le don : forme et raison de l’echange dans les sociétiés archaïques,”Année soci-
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語」で、ひ孫 2人（男 3歳・女 5歳）の世話をしている。息子夫婦は、ひ孫には敢えて台湾語を教
え、会話に用いている。意識して使用言語の切り替えをしているのは息子夫婦で、切り替えの規準
は祖母が「國語」は聴いて分かるので、基本的に台湾語にはない単語や表現の場合のみ「國語」を
使っているようだ。ひ孫は、「國語」しか話せないが、息子夫婦から台湾語を話すよう促されれば、
簡単なレベルで話せる。
③新住民（＝新移民）の母語教育
いずれのインタビュー対象者からも共通して新住民（＝新移民）という言葉が浮上した。それ
は、リサーチコンペの調査内容には含まれていないエスニック・グループの存在である。これまで
の先行研究では、上記の 4つのエスニック・グループで分析されることが主流であったが、台湾で
は 1990年代以降、中国大陸の中国人や東南アジア（ベトナム、タイ、インドネシア、マレーシア、
ミャンマー、カンボジア、フィリピン）の新住民（＝新移民）が労働や結婚で流入し、法整備もな
され定住し始めた。今や彼らの人口は、台湾の先住民の総人口を上回る勢いで、既存の言語政策、
特に母語教育では全く対応できない状況に至っている。2018年度よりまずは小学校で「閩南語、
客家語、先住民諸語、新住民語（上記 7カ国各公用語）」から 1科目の選択が可能になる。今後の
フィールド調査では、新住民（＝新移民）各言語の台湾社会に対する影響も探る。
④言語の呼称の差異
今回のインタビュー及び参与観察対象者の言語に対する呼称の差異（台語、台湾話、閩南語、客
家話、客語、中文、國語、普通話、華語など）についても注目したい。
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